
＜ポイント＞

・民間企業等の従業員で、災害からの復旧・復興のため、当該民間企業等に在籍したまま被災地方公共団体において採用

され、令和７年４月１日時点で当該被災地方公共団体に在職している者の数は、35人（＋４人、＋12.9％）

・東日本大震災以外で、新たに地方公務員として採用された民間企業等の従業員はいない。

○団体区分別人数○災害別人数 ○職種別人数

東日本大震災

35人

100%

市町村

35人

100%

一般事務

32人

91.4%

土木

2人

5.7%

農業土木

1人

2.9%

＊本資料は、以下の調査の実施結果のうち、令和７年４月１日時点の被災地方公共団体における民間企業等の従業員の採用状況についてとりまとめたもの。
・調査時点：令和７年４月１日時点 ・調査対象団体：全地方公共団体 ・調査内容：被災地方公共団体における民間企業等の従業員の採用状況
・調査対象職員：災害からの復旧・復興のため、調査対象団体である被災地方公共団体において、民間企業等との協定によって、当該民間企業等に在籍したまま

採用された又は採用されることが決定している民間企業等の現役従業員（退職後、継続雇用されている者を含む。）で、令和７年度に当該被災地方公共団体に
在職する者（調査時点で把握しているもの）

被災地方公共団体における民間企業等の従業員の採用状況①
（令和７年４月１日時点）

資料３

※（ ）内は対前年比

※市は指定都市を除く。
※円グラフ内の％は構成比で、四捨五入のため合計は100％にならない場合がある。
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（単位：人）

※市は指定都市を除く。
※（ ）内は対前年比

東日本大震災 合計

団体

職種

岩手県 福島県

市 市町村 市町村

一般事務 1 1 31 31 
32 32 

(+2) (+2)

土木 0 0 2 2 
2 2 

(+1) (+1)

農業土木 0 0 1 1 
1 1 

(+1) (+1)

合計 1 1 34 34 
35 35 

(+4) (+4)

○職種別人数

被災地方公共団体における民間企業等の従業員の採用状況②
（令和７年４月１日時点）
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